
平成３０年度血液製剤使用適正化方策調査研究事業に係る企画書募集要領 

１ 総 則 

平成３０年度血液製剤使用適正化方策調査研究事業に係る企画競争の実施に

ついては、この要領に定める。 

２ 業務内容 

本平成３０年度血液製剤使用適正化方策調査研究事業の内容は、別添「血液製

剤使用適正化方策調査研究事業に係る企画書作成のための仕様書」（以下「仕様

書」という。）のとおりとする。 

３ 事業実施期間 

契約締結日から平成３１年３月２２日（金）まで。 

４ 予算額 

業務の予算額は 7,087 千円（消費税及び地方消費税額を含む。）以内を予定し
ている。なお、採択１件あたりの予算額は約 708 千円である。 

また、上記委託金額は、変動する可能性があり、変動後は速やかに受託者に通

知する。 

５ 参加資格 

（１）都道府県ごとに組織されている地域医療の代表者及び医療機関の管理者  

等の委員から構成された「合同輸血療法委員会」の研究代表者であること。 

（２）国をはじめとして、各地方公共団体等関係機関、関係団体との各種調整を円

滑に行うことが可能な者であること。 

（３）本事業の趣旨を十分理解し、十分な調査結果を得ることが可能な者であるこ

と。 

６ 企画競争説明書に対する質問受付及び回答 

（１）受付先  

〒１００－８９１６

東京都千代田区霞が関１丁目２番２号 

厚生労働省医薬・生活衛生局血液対策課   担当：富樫、末政
ＴＥＬ ０３－５２５３－１１１１（内線２９１４）

ＦＡＸ ０３－３５０７－９０６４ 

（２）受付期間 

平成３０年５月３０日（水）までの１０：００～１８：００ 

（３）受付方法 

ＦＡＸ（Ａ４、様式自由）にて受け付ける。 

（４）回答 

平成３０年６月１日（金）までに企画競争参加者に対してＦＡＸにて行う。 
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７ 企画書等の提出書類、提出期限等 

（１）提出書類 

仕様書に基づいた研究計画書を（別紙１）に従って作成する。

① 平成３０年度血液製剤使用適正化方策調査研究事業 研究計画書 

② 合同輸血療法委員会設置要綱等 

③ すでに組織されている合同輸血療法委員会においては、その活動内容を示
すもの 

④ 暴力団に該当しない旨の誓約書（別紙２） 

（２）提出期限等 

① 提出期限 

平成３０年６月１５日（金）１８時（必着）

② 企画書等の提出場所及び作成に関する問い合わせ先 

６（１）に同じ

③ 提出部数 

各５部（別紙２の誓約書は１部）

④ 提出方法 

郵送とする。 

⑤ 提出に当たっての注意事項 

ア 提出された企画書等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消 
しを行うことはできない。また、返還も行わない。 

イ 提出された企画書等は、提出者に無断で使用しない。 
ウ 一者当たり１件の研究計画書を限度とし、１件を超えて申込みを行っ 

た場合はすべてを無効とする。 

エ 虚偽を記載した研究計画書等は、無効とする。 
オ 参加資格を満たさない者が提出した研究計画書等は、無効とする。 
カ 研究計画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 
キ （１）④の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書 

に反することとなったときは、企画書等を無効とする。 

８ 評価の実施 

（１）「平成３０年度血液製剤使用適正化方策調査研究事業に係る企画書等評価基

準」に基づき、提出された企画書等について評価を行い、業務の目的に合致し、

かつ評価の高い企画書等を提出した１０者を選定し、契約候補者とする。選定

にあたっては、評価事項のうち、①血液製剤適正使用推進体制と②血液製剤使

用事業計画が高評価の５者程度と、③血液製剤適正使用推進体制・血液使用事

業の発展性が高評価の５者程度とし、両者は重複して選定されないものとす

る。その際、必要に応じ事業の実施に係る条件等を付する場合がある。 

（２）評価結果は、企画書等の提出者に遅滞なく通知する。 

９ その他 

（１）企画書の作成に用いる言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

（２）詳細については仕様書に従うものとする。 



別紙１ 

平成３０年度 血液製剤使用適正化方策調査研究事業 研究計画書 

平成  年  月  日

支出負担行為担当官

厚生労働省医薬・生活衛生局長 殿

住   所   〒                   

所属機関                     

ﾌ ﾘ ｶ  ゙ﾅ

研究代表者 氏  名                     

TEL・FAX                     

E-mail                     

平成３０年度血液製剤使用適正化方策調査研究を実施したいので次のとおり研究

計画書を提出する。 

１．研究課題名：                      

２．経理事務担当者の氏名及び連絡先（所属機関、TEL・FAX・E-mail）： 

氏  名             所属機関

TEL                FAX

E-mail

３．合同輸血療法委員会組織（現時点では参加予定でも可） 

①研究者名 ②分担する研究項目 ③所属機関及び 

現 在  の 専  門

（研究実施場所） 

④所属機関 

における 

職名 



４．研究の概要（①今年度予定されている適正使用研究計画の有効性と実現性、研究成果の活用

可能性、近隣都道府県・ブロックへの取組の啓発、②現状の事業体制についての問題点の現状分

析と策定された改善案の妥当性、改善の数値目標の設定、設定された数値目標における改善の大

きさ、その実現可能性等、を記載すること。） 



５．代表者又は応募する地域で血液製剤適正使用に関連して取り組んできた状況 



別紙２ 
誓  約  書 

私 ○○合同輸血療法委員会 ＜代表者名＞は、下記１及び２のいずれにも該当しませ

ん。また、将来においても該当することはありません。 
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 
また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記 

１ 契約の相手方として不適当な者 
(1) 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人
である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を

いう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第 77 号）第２条第２項に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同
法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(2) 役員等が、自己、自社、若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害
を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな
ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど
しているとき 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 
(1) 暴力的な要求行為を行う者
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
(4) 偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為を行う者
(5) その他前各号に準ずる行為を行う者

平成  年  月  日 

住所

○○合同輸血療法委員会 ＜代表者名＞

生年月日



血液製剤使用適正化方策調査研究事業に係る企画書作成のための仕様書 

１ 事業実施の趣旨 

血液製剤使用適正化方策調査研究事業は、適正な輸血療法の実施及び血液製剤の 

使用適正化を推進し、以て血液製剤の安全性の確保・国内需給の推進に資する観点

から、医療機関において実施している積極的な取組を全国的に共有し、効果的な適

正化推進方策の普及を図り、かつ、合同輸血委員会の充実強化による適正使用の推

進を図るために必要な調査研究を行うことを目的とする。 

２ 事業委託内容 

次に掲げる事業を行うものとする 

（１）当該都道府県における医療機関の輸血療法委員会設置状況や血液製剤の使用

状況、効果的な血液製剤使用適正化への取組等の把握 

（２）上記（１）の把握を踏まえた組織的かつ効果的な血液製剤使用適正化の取組 

（３）適正な輸血療法に関する普及・啓発活動 

３ 事業実施期間（事業契約期間） 

契約締結日から平成３１年３月２２日（金）まで

４ 事業委託予定額（限度額） 

7,087 千円（消費税及び地方消費税額を含む。）
なお、採択１件あたりの予算額は約 708 千円である。
上記事業委託予定額は、変動する可能性があり、変動後は速やかに受託者に通知

する。 

５ その他（応募にあたっての留意事項） 

（１）研究の組織について 

本事業の実施にあたっては、研究代表者を定めるとともに、「合同輸血療法委

員会設置要綱」を定める等、委員会組織の枠組みを明確にすること。 

（２）委託費の管理及び経理について 

研究代表者は、その責のもと委託費の管理及び経理を行うとともに、厚生労働

省医薬・生活衛生局長と委託契約書を交わすものとする。 

また、本委託費の支払方法は精算払いとし、事業終了後に請求書を提出するも

のとする。 

なお、予算項目等については別紙のとおりとする。 

(３)平成３１年３月２７日（水）までに事業実績報告書、平成３１年４月１７（水）



までに研究報告書（紙媒体１０部、電子媒体）及びわかりやすい成果の概要図

（スライド１枚程度、電子媒体）を提出する。 

なお、これらの提出物は、ホームページ等にて公開することがある。



別紙 

平成３０年度血液製剤使用適正化方策調査研究事業委託費予算項目一覧 

（１）諸謝金 

血液製剤使用適正化方策調査研究事業の事務、事業及び試験研究等を委嘱された 

者又は協力者等に対する報酬及び謝金（調査、講演、執筆、作業、研究、協力等に対す

る報酬及び謝金） 

※本研究事業に従事する者に対する報酬及び謝金ではないことに注意。 

（２）旅費 

調査、検査、指導、研修、各種委員会等の出席のために支給する旅費 

（３）消耗品費 

① 各種事務用品（コピー用紙、罫紙、封筒、ファイル、筆記用具、文具用品類等）の

対価 

② 事業用消耗品及び消耗材料の対価 

事業用（試験、研究、検査、検定、実験、実習等）、医療用等の消耗器材、薬品

類、肥料、種苗、動物、植物、その他消耗品の対価 

新聞、官報、雑誌、パンフレット類の図書（備品費として整理するものを除く）の対

価 

その他短時日に消耗しないが、その性質が長期使用に適しないもの及び器具機

械として整理し難いものの対価 

③ 飼育動物の飼料の対価 

（４）印刷製本費 

① 図書、文書、議案、図面、罫紙類、諸帳簿、パンフレット等の印刷代（用紙代含む） 

② 図書、雑誌、書類、伝票、帳簿等の製本代、表装代 

（５）通信運搬費 

① 郵便料、電話料及びデータ通信料等（電信電話架設料、電話加入料等を含む） 

② 事務用、事業用等の諸物品の荷造り費及び運賃等 

（６）借料及び損料 

器具機械借料及び損料、会場借料、物品等使用料及び損料、車両等の借り上げ等 

（７）会議費 

会議用のお茶等の対価 



平成３０年度血液製剤使用適正化方策調査研究事業に係る企画書等 

評価基準  

（１）各申請につき、総合的に勘案すべき事項に配慮しながら、専門的・学術的観点か

らの評価及び行政的観点からの評価を行う。 

（２）評価は、５段階の評価段階を設定し、評点を付けることにより行う。 

（３）評価事項として、以下の事項の評価を行う。 

①血液製剤適正使用推進体制 

代表者及び参加医療施設、都道府県担当者、日赤血液センター等の委員

会の枠組み、運営の効率性 

②血液製剤使用事業計画 

今年度予定されている適正使用研究計画の有効性と実現性、研究成果の

活用可能性、近隣都道府県・ブロックへの取組の啓発 

③血液製剤適正使用推進体制・血液製剤使用事業の発展性 

現状の事業体制についての問題点の現状分析と策定された改善案の妥当

性、改善の数値目標の設定、設定された数値目標における改善の大きさ、そ

の実現可能性等 

※問題点の分析や改善案の策定にあたっては、血液対策課長通知「血液製剤の適正使

用推進に係る先進事例等調査結果及び具体的強化方策の掲示について」（薬食血発第

0606001 平成 17 年６月６日）等を参考 

（４）評価は、申請された書類等を評価委員に送付したうえで、別添の評価票に沿って

評点を付けることにより行うこととする。 

（５）医薬・生活衛生局長は、評価結果を個々の申請者に通知する。なお、原則として

評価の内容等を申請者に通知するものとする。   



平成３０年度 血液製剤使用適正化方策 調査研究事業

採択

N
o

委員会名・研究代表者 研究課題名

1 青森県合同輸血療法委員会・北澤 淳一
輸血療法の質向上に向け、地域連携を基盤とする
テーラーメイドサポートシステムを構築する研究

2 秋田県合同輸血療法委員会・面川 進
Prospective Screening Review -輸血前患者評価プ
ロトコールの均一化と輸血オーダーに対する疑義
照会を活用したBloodless Medicineのさらなる展開-

3 岩手県合同輸血療法委員会・諏訪部 章
日本輸血・細胞治療学会認定資格者の育成を通じ
た安全・適正な輸血実施体制の構築

4 宮城県合同輸血療法委員会・張替 秀郎
輸血管理体制が不十分な医療機関に対する訪問
調査及び指導による適正使用推進と廃棄削減の取
り組み

5 山形県合同輸血療法委員会・大本 英次郎
地域連携を基盤とした廃棄血削減及び輸血教育へ
の取り組み

6 茨城県合同輸血療法委員会・大越 靖
中小産科施設におけるブラッドローテーションの臨
床試験及び血液製剤使用適正化の推進

7 長野県合同輸血療法委員会・柳沢 龍
長野県輸血療法部会による血液製剤使用の適正
化及び輸血教育・研究の推進

8 新潟県合同輸血療法委員会・関 義信

新潟県合同輸血療法委員会による小規模医療機
関を含めた地域ミーティングと各種ツールによる全
県的な適正かつ安全な輸血医療の向上に関する
調査研究

9 兵庫県合同輸血療法委員会・藤盛 好啓
小規模医療機関での血液製剤適正使用推進とそ
れに視する在宅輸血時遠隔モニタリングシステム
の開発

10 広島県合同輸血療法委員会・藤井 輝久
県内の新鮮凍結血漿使用時の予後に関する多施
設共同研究と適正使用を見据えた体制整備
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